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教育文化部次長兼教育総務課長　布川一重

同課長補佐　高崎祥一郎

同課長補佐兼施設係長　日比野裕行
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	職務のため出席した者の職氏名
	議長　伊藤祐司　　
議会事務局長　松原幸雄　　専門員　曽我竜彦

	会議録
	下記のとおり


別紙
委員長　　　　開会宣言
議案第38号
教育総務課長　議案38号長久手市立学校設置条例の一部を改正する条例について説明

さとう委員　　アンケートを回収した結果、92.82％が北中学校がいいと答え、圧倒的な意見だったとのことだが、アンケートの内容がそもそも北中学校でいいか悪いかで、いいと思わない人は何か意見を書いてもらうといった内容だった。そのようだとどうしても北中学校でいいが多数になってしまう。アンケートのやり方に対する反省点はあるか。
教育総務課長　様々な意見があるかと思うが、教育委員会の考え方として、小学校、中学校、方位を順番につけてきており、位置的にも北小学校の北側にある。北中学校として方針を出し、その後、ＰＴＡ、保護者、地域住民で組織する準備委員会に意見を諮った。その結果、北中学校がいいという意見を受けた。その上でアンケートも行い、聞き方については、１つの基準を示して、また、それ以外に対する北中学校以外は何がいいかという意見も聞いている。妥当な方法だと考えている。
佐野委員　　　市が洞小学校が新設されたときに、校名を決めるのに紆余曲折があった。そのときの反省点は活かされているか。
教育総務課長　重々記憶している。小学校の場合は東西南北という方位が一巡して、その中で新たにという経過もあった。今回は３校目の中学校ということで、客観的な要素や過去の経緯も踏まえて、北中学校が妥当であり、なおかつその上で、アンケートを取っている。最善をつくした。
正木委員　　　アンケートの設問の仕方は都合のいいように誘導している。このような問題について、生徒の意見は聞いたのか。

教育総務課長　生徒の意見は直接は聞いていない。保護者、ＰＴＡを通じて間接的に生徒に伝わっている。
正木委員　　　小学校高学年にもなると自己主張が明確になってくる。校名を決める過程を大事にしないといけないがどうか。
教育総務課長　そのとおりである。

さとう委員　　アンケート回収が1,191件だが内訳はどうか。

教育文化部長　西小学校が275枚、北小学校が453枚、長久手中学校が286枚、南中学校が171枚、学校以外が６枚で、ほとんどが保護者と生徒の意見である。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第38号長久手市立学校設置条例の一部を改正する条例については、
全員賛成にて原案のとおり可決
　　　　　　　　　（執行部退席）
請願第５号

原田議員　　　請願第５号年金2.5%の削減をやめるよう国への意見書提出を求める請願について説明
正木委員　　　このような趣旨の請願が出てくる根幹は何か。
原田議員　　　政府が社会保障制度を大事にしないという背景がある。元々年金は国民生活を守る最低保障である。そのようなことが切り崩されている背景がある。

正木委員　　　経済が不況になってきているので、年金に手をつけないといけなくなったのではないか。
原田議員　　　日本経済の根幹はＧＤＰの６割が個人消費である。これまで、賃下げや正社員の首切りでグローバル化を理由に賃下げを行ってきた。そこに不況の原因がある。もう１つが過度な競争で大企業は内部留保を貯めて、減税も要求して国の財政が悪くなり不況がひどくなった。
正木委員　　　国民の個人的な金融資産はどのくらいあるか。
原田議員　　　1,000兆円くらいと聞いている。

正木委員　　　一般的には1,200兆円である。その中で高齢者が占める割合はどれくらいか。

原田議員　　　認識はしていない。問題なのは、無年金者が116万人くらいいる。また、圧倒的多数が月額6万6,000円以下の国民年金者となっている。
正木委員　　　高齢者の60％くらいが個人金融資産を占めている。本当の生活弱者は社会保障でみるべきであるが、安易にこのようなことを進めるべきでないのではないか。
原田議員　　　圧倒的多数が300万円以下の年金しかなく、50万～100万円未満が約４割を占めている。そのような底辺の人を守るのが社会保障である。そのような状況の中で、この特例水準年金2.5％の年金削減をやめるよう国への意見書求める請願が出された。

正木委員　　　生活できない人を生活保護で守ることには反対か。
原田議員　　　生活保護は１つの目安になる。

正木委員　　　生活できない人は生活保護で守るべきである。日本の年金額は世界と比べても十分である。

委員長　　　　現在、デフレに歯止めがかからないのは国の失策である。現役世代の負担は大きいがどうか。
原田議員　　　将来の年金制度が破壊されると言われる原因は、高齢者を支える現役世代が減るからである。しかし、政府の統計からみても、現役世代がきちんと保険料を払うようにしていけば、今のような積立金を取り崩して年金を支給するような現象は生じない。また、現役世代の賃金をきちんと払うことが大切である。現在、大企業の内部留保が260兆円あるが、その１％取り崩しただけでも低賃金者の給料を倍にできる。
委員長　　　　世代間でこのような請願の受け取り方が違う。先送りになってしまうという懸念が拭えないがどうか。
原田議員　　　請願書にも「若い人との「公平性」が主張されていますが、地域最低賃金に満たない時給や非正規労働者の低賃金によって生じた格差」とある。時給を最低でも1,000円にし、若い人の所得を増やせば、税収が増えて20兆円くらいの財源が作れる。
委員長　　　　国民所得が増えない中での請願なので懸念している。この国民年金法改正案はこれまで連動して児童扶養手当や障害者福祉手当も関係していたか。
原田議員　　　連動はしていない。また、家電などの価格が下がったことから物価は下がったというが、食糧費など生活費は上がっていることも勘案してもらいたい。

さとう委員　　高齢化率が進んで経済状況が悪化している。財源を確保するために具体的な未納対策はあるのか。また、先進国で制度が充実している所は税率が高いが、税金引き上げについてはどのように考えるか。

原田議員　　　賃金が下がりすぎて年金保険料を払えないため、未納者が増えた。年金保険料をきちんと払えるような賃金にすることが根拠になっている。ヨーロッパは税金が高いが、日本のように学費も全部自己責任ということはない。ヨーロッパは税金として払っても公平に分配されるといった信用があり、税金を払えない人も保障を受けられ、安心して働ける。日本は税金を払っているのに全てが自己責任である。
さとう委員　　最低時給が1,000円になる環境ならこのような請願も実現可能であるが、現実的には難しい。先に年金2.5％削減をやめて出る分が多くなって、なおかつ入る分が少なかったらどうするのか。

原田議員　　　政府が最低時給を1,000円にすることを決めていけばいい。現実は大企業が下請けに発注する場合、コストカットを行い、中小企業に低い単価を押し付けるので賃金を払えなくなるといった悪循環がある。過剰な競争による不当な単価をやめさせることは現在の国の法律でもできる。そうなれば最低賃金の引き上げが可能である。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
請願第５号年金2.5%の削減をやめるよう国への意見書提出を求める請願については、全員反対にて不採択
請願第６号

原田議員　　　請願第６号年金支給年齢の引き上げをやめるよう国への意見書提出を求める請願について説明
正木委員　　　定年60歳は確かに厳しい。しかし、給与取得者は将来を踏まえて生活設計を持って生活している。若いときにしたい放題してきて、こういうときになって、定年になって生活ができないという人は微々たる人であると思うがどうか。

原田議員　　　諸外国、例えば、アメリカは定年制がない。日本は60歳で定年になり、その後再雇用で給与が３分の１以下になる。それは年金がもらえるという前提があるからである。また、今までは定年まで働けたが、現在は正社員でもいつ首を切られるかわからず生活設計が立たなくなった。また、昔は60歳まで給料が上がっていたが、今は、50歳を超えたあたりで給料があがらなくなっている。

正木委員　　　アクシデント等で途中で給料が断たれた人は別として、60歳までは働けるので、生活設計はできるのではないか。
原田議員　　　現行を悪くしないでほしという内容である。
正木委員　　　政府にお金がなければどうしようもない。
原田議員　　　なぜ、国に1,000兆円近い赤字ができたのか。公共事業をやたらに増やし借金が増えたこともある。消費税を３％から５％に上げてその分税収を減らした結果、税収が90兆円ほどあったのが76兆円に下がってしまった。そのことを反省しないといけない。

正木委員　　　景気の良いときに税収が増えた。そのときに政府は、課税最低限をどんどん上げて、国民に還元してきた。そのため、今の時代でも個人資産が1,200兆円ある。
原田議員　　　現実として、去年から所得税の扶養控除は無くなった。国民所得のことを言うのなら、大企業や高額所得者の減税をやめればお金は元に戻る。諸外国では富裕層からもっと課税してくれという良心的な声もあがっている。
正木委員　　　現状、政府は赤字である。このような請願は赤字を積み重ねることになり、後世につけを回すことになるがどうか。

原田議員　　　この請願は、年金支給開始年齢を68歳または70歳に引き上げることに問題点を感じているといった内容である。赤字が増えるので認められないというのなら、年寄りは早く死ねということである。それは間違いである。
正木委員　　　これまで日本を豊かにしてきたのはお年寄りであるのでよくわかる。ただ、後世につけを回すようなことはすべきでない。

原田議員　　　90歳等の高齢者は55歳で年金がもらえ、団塊の世代は64歳から年金がもらえる。しかし、これからの若い人たちが定年は60歳なのに年金が68歳や70歳にしかもらえないので、現行どおりにしてほしいという内容である。

正木委員　　　財源がなかったらできない。

原田議員　　　今の現役世代は将来の生活設計をして、今の年金制度を信頼して保険料を支払っている。しかし、政府は自分の都合で一方的に反古にして、年金を支払うことをどんどん後回しにすることは契約違反である。したがって、社会保障は応能負担で払える人が払うことが大原則である。また、現役世代の所得を上げれば、税収が増える展望がある。そのように考えないと、負のラスパイレスで悲惨なことになる。
正木委員　　　景気を回復させて税収が上がるようにすることが第一である。
原田議員　　　日本の国内の景気をよくしないといけない。ＧＤＰの６割は個人消費である。どんどん物を買わなくなったら、ますます景気は悪くなる。国民の懐をあたためない限り景気は良くならない。
正木委員　　　この請願を通したからといって、実行するかしないかは政府の判断である。財源がないので原理原則からいって無理である。
原田議員　　　住民と密接に繋がりのある地方議員だからこそ、このような請願があったら国に意見書を出して考え直してもらおうという趣旨である。
正木委員　　　国でできないことは地方でしなければいけない。長久手市でできることをまず行うことが第一である。
原田議員　　　確かに、年金は国の制度であり、長久手市が年金を補てんすることはできない。ただ、別の方法として、保育料を引き下げたり、70歳以上の老人医療費を無料にしたりすることはできる。
正木委員　　　現在の問題は年寄りよりも少子化である。これからは少子化に力を入れていかないといけない。年寄りについては過分なことはやめた方が良い。
原田議員　　　この請願は年寄りのことではなく、現役世代のことについてである。
委員長　　　　高齢者の雇用状況はどうか。
原田議員　　　データはない。しかし、年金が少ないので働かざるを得なく日雇いやシルバー人材センターで働いている。高齢者の働く場所を作ることも１つの方法である。高齢者だけで事業を起こして、収入を確保している人もいる。
委員長　　　　所得が年金のみで暮らしている人の割合はどうか。
原田議員　　　わからない。
さとう委員　　年金支給開始年齢を68歳または70歳に引き上げたときに、国が支出しなくても良いと予測される金額はどうか。

原田議員　　　わからない。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論
さとう委員　　　年金支給開始年齢を68歳または70歳に引き上げるということは、真
面目に年金を納めている人に対して、国は約束に違反することであり、

若い世代にとっても年金を掛けても支払われないのではないかという不

信感に繋がることになる。よってこの請願に賛成する。
請願第６号年金支給年齢の引き上げをやめるよう国への意見書提出を求める請願については、賛成少数にて不採択
請願第７号

原田議員　　　請願第７号すべての高齢者に月額3.3万円の年金を支給するよう国への意見書提出を求める請願について説明
正木委員　　　年金保険料を全然支払っていない人にも月額3.3万円の年金を支給するのか。
原田議員　　　そのとおりである。
正木委員　　　年金保険料を全然支払っていない人にまで月額3.3万円の年金を支給するのは問題である。正直者が馬鹿をみることになるがどうか。

原田議員　　　25年間年金保険料を支払わないと年金をもらえないというように、元々日本の年金制度は厳しい。しかし、国民には最低限の生活を保障するといった憲法25条の規定がある。年金を掛けてない人も生活保護で守る。当然、年金が支払われれば、生活保護の額も減ることになる。無年金者をなくすことが大切である。

正木委員　　　年金保険料を掛けた人に利息分をつけて年金を支払うことの方が正論ではないか。
原田議員　　　そのとおりである。年金は運用をしないと目減りする。利息分は年金の財源に入る。保険制度なので相互扶助である。
正木委員　　　年金保険料を支払っていない人にまで、年金を支給することには抵抗がある。
原田議員　　　無年金者がいるということは、年金制度の改善をしないといけない。最低でも無年金者をなくし、また、現在もらっている年金支給額も少しは増やしていけば展望が開けていく。年金保険料を払ってない人には大きなペナルティーがある。年金保険料を支払えないとして年金保険料を免除してもらうと、その期間は資格があるが、実際もらう年金額は大幅に減額される仕組みになっている。したがって、きちんと年金保険料を掛けた人が損をするということにはならない。
加藤委員　　　65歳以上すべての人に月額3.3万円全部支払うのか。
原田議員　　　年金をもらえない人が116万人から140万人いるので、そのような人に支給してほしいということである。したがって、既に年金をもらっている人に支給するというものではない。

加藤委員　　　年金をもらっていない人には生活保護という制度もあるが、その関係はどうか。

原田議員　　　生活保護は申請主義であるが、年金は誰でももらえる。年金があれば生活保護の金額は削減される。

さとう委員　　65歳以上のすべての高齢者にということだが、今後永久ということが請願の意向か。
原田議員　　　年金制度はこのままでいけないということで、どの政党も改善する方向でいる。最低保障年金をどうするかは現時点での話である。将来は最低でも７万円出すと民主党は言っている。これは、今現時点での話である。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
請願第７号すべての高齢者に月額3.3万円の年金を支給するよう国への意見書提出を求める請願については、全員反対にて不採択
　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。

　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
閉会宣言
　午前１１時１０分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成２４年６月１９日
文教福委員会委員長　じんの和子
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